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主要事業・主な取組⼀覧
新規

拡充

空欄
※１ 計画期間：令和２年度〜５年度、※２ 計画期間：平成28年度〜令和元年度

１ 主要事業⼀覧
施策⽬標 番号 主要事業 区分

1 道志⽔源林の保全

2 ⽔源⽔質の変化への対応 新規

3 ⽔安全計画に基づく⽔質管理

4 ⻄⾕浄⽔場の再整備 拡充

5 直結給⽔の促進

6 受⽔槽施設に対する指導・助⾔

7 ⼦どもたちが⽔道⽔を飲む⽂化を育む事業

8 基幹施設の更新・耐震化

9 送配⽔管の更新・耐震化 拡充

10 給⽔管の更新・耐震化 拡充

11 災害時の飲料⽔確保

12 他都市及び（公社）⽇本⽔道協会等との連携強化

13 横浜市管⼯事協同組合との連携強化

14 豪⾬・⽕⼭噴⽕等への対策 拡充

15 ポンプ場等におけるバックアップシステムの構築 新規

16 ⾃然流下系浄⽔場の優先的整備（⻄⾕浄⽔場の再整備）

17 エネルギーの有効活⽤と効率化を⽬指した施設整備

18
企業や団体と協働した公有林の整備
「⽔源エコプロジェクトW-eco・p（ウィコップ）」

19 市⺠ボランティアとの協働による⺠有林の整備

20 「はまっ⼦どうし The Water」を活⽤した環境啓発 拡充

21 CS（お客さま満⾜度）向上の取組

22 給⽔装置⼯事に係る事務⼿続の簡素化

23 指定給⽔装置⼯事事業者への更新制度導⼊ 新規

24 ⽔道の仕組みや経営状況等を伝える広報の推進

25 スマートメーターの導⼊に向けたモデル事業の拡⼤ 拡充

2 災害に強い⽔道

主要事業・主な取組
の区分の考え⽅

新たな中期経営計画※１で新規に取り組むもの
①現⾏の中期経営計画※２に掲載がある事業で、内容を拡充するもの
②現⾏の中期経営計画に掲載がない事業だが、令和元年度までに事業化され
ており、新たな中期経営計画で内容を拡充して取り組むもの
現⾏の中期経営計画に掲載がある事業で、継続して取り組むもの

1 安全で良質な⽔

3 環境にやさしい⽔道

4 充実した情報とサービス

別紙

太字下線付きは、新規・拡充の主要事業・主な取組を表しています。

1/2



施策⽬標 番号 主要事業 区分
26 国際貢献の推進と海外⽔ビジネス展開⽀援

27 市内中⼩企業者の受注機会の確保

28 障害者就労施設等への発注促進

29 夏の暑さ対策のためのミスト装置設置⽀援 拡充

30 有収率向上に向けた取組 新規

31 精緻なアセットマネジメント⼿法による施設管理 拡充

32 災害⽤地下給⽔タンクの効率的な維持管理 新規

33 情報システム全体最適化の推進 拡充

34 ⽔道事業におけるICTの活⽤検討 拡充

35 神奈川県内の⽔道システム再構築に向けた検討 拡充

２ 将来を⾒据えた組織運営・財政運営
基盤強化 番号 主な取組 区分

1 新たな時代に向けた意識改⾰ 新規

2 コンプライアンスの推進

3 ⽔道事業を⽀える⼈材の確保と技術継承

4 ⼀⼈ひとりがいきいきと働ける職場づくり 拡充

5 業務の⾒直しによる効率化

6 給⽔装置⼯事に係る執⾏体制の効率化 新規

7 更新需要増⼤に伴う⺠間事業者との連携強化 拡充

1 将来の事業環境を⾒据えた料⾦体系の⾒直し 新規

2 今後の施設整備に向けた計画的な資⾦の確保 新規

3 企業債の積極活⽤ 拡充

4 保有資産の有効活⽤

5 事業⾒直しによるコスト削減

6 経営状況や財政状況の積極的な発信 新規

３ ⼯業⽤⽔道事業（固有の取組）
施策⽬標 番号 主要事業 区分

1 施設の更新・耐震化

2 応援給⽔施設の整備

基盤強化 番号 主な取組 区分
３ 財政基盤の強化 1 企業債の積極活⽤ 拡充

2 災害に強い⽔道

5 国内外における社会貢献

６ 持続可能な経営基盤

１ 運営基盤の強化

２ 財政基盤の強化
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第５章 財政収支計画 

 

 

財政収支計画については、令和２年度予算

案の編成と並行して作成を進めています。 
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＜第２部＞工業用水道事業 

本市水道局では、水道事業のほか、工業に使用される水を供給する工業用水道

事業を運営しています。 

両事業に共通する施設整備や、組織運営・人材育成などに関する取組について

は、「＜第１部＞水道事業」に掲載しています。 

第２部では、工業用水道事業を取り巻く環境や、工業用水道事業として取り組

むべき事項を取りまとめています。 

 

１ 工業用水道事業を取り巻く環境 

（１）工業用水道事業の概況 

本市の工業用水道は、地下水のくみ上げによる地盤沈下の防止を目的とし

て、鶴見区、神奈川区の京浜臨海部に工業用水を供給する施設を整備し、昭

和 35（1960）年に給水を開始しました。 

その後、本市の工業立地政策に伴う工業誘致地区の基盤整備を目的に、根

岸湾臨海部や戸塚内陸部に工業用水を供給する施設の整備に着手し、2回に

わたる拡張工事を行いました。 

また、新たな街づくりの一環として、みなとみらい 21地区や横浜ビジネ

スパークの整備に伴い都心臨海部において熱供給業への給水を開始しまし

た。 

工業用水の使用者である

ユーザー企業は、平成 30年

度末で 67ユーザーとなって

おり、電気・ガスといった

インフラサービスから各種

製造業、あるいは雑用水に

至るまで、様々な用途に工

業用水が使われています。 

 

鶴ケ峰沈でん池

西谷浄水場

小雀沈でん池

京浜臨海部
鶴見区、神奈川区

根岸湾臨海部
中区、磯子区

戸塚内陸部
戸塚区、栄区

創設事業（相模湖系統）

拡張事業（馬入川系統）

水源

相模湖

水源

津久井湖

都心臨海部
西区、保土ケ谷区

給水区域 
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（２）工業用水道の水需要 

高度経済成長期の産業の中心は、石油製品等製造業や化学工業などの用水

多消費型の重化学工業であり、日本経済の成長とともに工業用水の需要も急

増しました。 

しかし、昭和 50年代に入り、急速な円高を背景に製造拠点の海外移転が

進むなど製造業のウェイトは縮小していきました。 

こうした中、本市ではユーザー企業数は近年横ばいで推移しているもの

の、契約水量は昭和 51（1976）年度の約 31万㎥/日をピークに現在に至る

まで逓減傾向にあり、今後もこの傾向は続くものと見込まれます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ユーザー企業数、契約水量及び１日最大給水量の推移 
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送配水管の年代別布設延長 

送配水管の耐震管率の推移（各年度末数値） 

２ 施策目標と事業計画 

施策目標２ 災害に強い水道 

【現状と課題】                                          

（１）施設の老朽化 

本市の工業用水道施設は、昭和32（1957）年から 45（1970）年にかけて集中的に整

備しているため、老朽化が進んでいます。また、近年では、全国的にも地震や風水害によ

る施設の被害が多発しており、本市においても災害への備えを強化する必要があります。 

沈でん池や配水池は既に耐震化を完了しているものの、約90ｋmある送配水管の耐震

管率は、令和元年度末で48％となっています。 

今後も管路の老朽度や埋設状況などを考慮して優先順位を定め、着実に更新・耐震化を

進める必要があります。 
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（２）断水時のバックアップ 

工業用水道は、浄水場から給水区域まで一本の送配水管で水を供給しており、市域に管

網が張り巡らされた上水道と異なって他の系統から融通ができないため、災害等により断

水が発生した際には、復旧に長時間を要しユーザー企業の活動に大きな支障をきたします。 

また、ユーザー企業は、電気、ガス、熱供給業、石油製造業等をはじめとし、様々なサ

ービスや製品を市内に提供しているため、市民生活にも大きな影響を及ぼします。そのた

め工業用水の供給を継続できるよう上水道等から応援給水を受けるための施設が必要と

なります。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応援給水施設 

※２ 川崎市工業用水道から受水

※１ 本市上水道から受水

鶴ケ峰沈でん池

西谷浄水場

小雀沈でん池

：整備済 ４か所

：計画 １か所

：給水エリア

戸塚接合井※１

日野接合井※１

東寺尾接合井※１

川崎連絡管※２
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【指標】                                          

指標 現状 目標値 

送配水管の耐震管率 48%（R 元年度末見込み） 52% 

 

【主要事業】                                          

１ 施設の更新・耐震化 事業費見込額 ●億円 

今後、創設時に布設した管路などが本格的な更

新時期を迎えるため、経済産業省の「工業用水道

施設更新・耐震・アセットマネジメント指針」に

基づき、計画的に更新・耐震化を進め、工業用水

の安定供給に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 応援給水施設の整備 事業費見込額 ●億円 

災害等で断水事故が発生した場合にもユーザー

企業に給水できるようにするため、上水道等から

応援給水を受ける施設を整備しています。 

根岸湾臨海部へのバックアップ体制の強化を図

るため、磯子区に増設します。 

 

 

 

 

 

老朽管更新・耐震化 

3.1km（４か年） 

［約 46km/約 90km（累計）］ 

【直近の現状値】 

2.2km（H28～Ｒ元年度見込み） 

［約 43km/約 90km（R元年度末見込み）］ 

想定 

事業量 

応援給水施設の整備状況 

５か所/５か所（累計） 

【直近の現状値】 

 ４か所/５か所（累計・R元年度見込み） 

想定 

事業量 

老朽管耐震更新工事（管内溶接） 

応援給水施設イメージ 
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＜スケジュール＞ 

事業内容 R2 R3 R4 R5 

応援給水施設の建設 
    

 

 

 

 

◆コラム◆ ユーザー企業との連携 

工業用水道事業は、昭和 30 年代から 40 年代にか

けての創設・拡張期に、料金収入以外にも、ユーザー

企業から施設整備への資金協力などをいただき、今日

まで連携しながら事業運営を行ってきました。 

これからも、水道局とユーザー企業は単なる供給者

と使用者の関係ではなく、事業のパートナーとして連

携を深めていく必要があります。 

そのため今後も、ユーザー企業との情報共有や意見

交換、イベントの共同開催などを積極的に行っていき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

ユーザー企業と工業用水道施設を

巡る夏休みバスツアー 

設計 完了 工事 
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